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「電気通信事業分野における市場画定２００６（案）」 
～競争評価の対象となるインターネット接続領域、法人向けネットワークサービス領域等の市場の範囲について～ 

に対する意見募集結果及びこれに対する考え方 
 

全体 

頁 段落 意  見 総務省の考え方 
 インターネ

ット接続領
域の範囲に
ついて 

【意見】 

市場画定（案）では、インターネット接続回線として、固定系のサービ

スが前提となっていますが、移動体系のサービスも追加することを提案し

ます。 

具体的には、移動体キャリアがＩＳＰも提供する場合、移動体キャリア

が回線のみを提供して他のＩＳＰと接続する場合が考えられます。 

今後、ＭＶＮＯによる需要拡大も想定されるなかで、移動体系のＩＳＰ

事業やコンテンツ事業についての市場動向も競争評価の対象として必要と

思われます。 

【イー・アクセス株式会社・イー・モバイル株式会社】 

 移動系のインターネット接続回線／サービ

スについては、新規参入事業者やＭＶＮＯの状

況を踏まえ、次回以降の競争評価において市場

画定の見直しを行う予定です。 

 なお、移動体通信領域においては、カード型

端末等によるデータ通信サービスの動向も考

慮に入れて分析を行う予定です。 

 また、既存の領域間の関係については、今回

の戦略的評価の一つ（隣接市場間の相互関係に

関する分析）として取り扱う予定です。 

  【意見】 

事業者間取引市場が小売市場の競争に与える影響は非常に大きいことか

ら、競争評価において適切な評価を実施するために、事業者間取引市場の競

争状況について詳細な分析を行うべきであると考えます。 

なお、その際には、多面的な分析を行うためにも、定量的な指標のみなら

ず、定性的な指標についても、様々な要素（事業者間取引に係る各種手続に

ついて、NTT の利用部門と接続事業者における同等性等が確保されているか

等）を取り上げて分析することが重要であると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社・ＢＢテクノロジー株式会社・

ソフトバンクテレコム株式会社・ソフトバンクモバイル株式会社】

 事業者間取引については、今回の戦略的評価

の一つ（事業者間取引が競争状況に及ぼす影響

に関する分析）として取り扱う予定です。 

 

 

資資料料２２  
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Ⅰ インターネット接続領域の市場画定 

頁 段落 意  見 総務省の考え方 

８ １－１－３

（１） 

 

【総務省案】 

（１）２００５年度のマイグレーション分析の結果を踏まえる。 

＜略＞分析の結果によると、ＦＴＴＨの純増数が急増する中で、特にＡＤ

ＳＬからＦＴＴＨへの移行が本格化し、消費者がＦＴＴＨをブロードバン

ドサービスの主たる選択肢として意識するようになっていることが明らか

であるため、今回の市場画定でもその結果を踏まえることとする。 

 

【意見】 

「インターネット接続」については、ナローバンドからブロードバンド、

またＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが進展しており、大きな

市場環境変化が継続しているものと考えます。 

特に、ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションについては現在も引

き続き急速な進展途上にあるものと考えられ、固定電話から０ＡＢＪ－Ｉ

Ｐ電話へのマイグレーション動向及びＦＴＴＨ市場の設備競争とサービス

競争の関係等と合わせて、各サービス市場における公平な競争が機能して

いるかといった観点や、隣接市場における市場支配力が働いていないか等

の観点から、引き続き、当該マイグレーション進展の要因について十分に

分析を行う必要があると考えます。 

このＡＤＳＬからＦＴＴＨへの急速なマイグレーションの進展につい

て、固定電話市場における０ＡＢＪ－ＩＰ電話の競争状況とインターネッ

ト接続市場におけるＦＴＴＨの競争状況を正確に分析するためには、個別

のサービス市場における競争状況を詳細に見ることが必要であり、ＡＤＳ

ＬとＦＴＴＨを個別のサービス市場として画定すべきであると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社・ＢＢテクノロジー株式会社・

ソフトバンクテレコム株式会社・ソフトバンクモバイル株式会社】

 ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーショ

ンについては、御指摘のとおり重要な観点であ

ることから、前回の競争評価に引き続き、分析

を行う予定です。 

 また、今回は、ブロードバンドを全体で一つ

の市場としていますが、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨ等

についても、部分市場として重視し、詳細な分

析を個別に行う予定です。 

１２ １－２－２

（１） 

 

【総務省案】 

（１）需要の代替性 

ＤＵ、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨの各サービスについ

て、下記の５つの判断要素をもとに需要の代替性に関する検討を行う。分

析に当たっては、ＷＥＢ調査の結果を基に行う。 

① 各サービスに求める機能 

 需要側アンケート調査については、図表で示

した以上に、少数意見となった選択肢も加え

た、多数の選択肢（約１０～１２）で実施して

いますが、掲載した図表では、主な意見を紹介

しています。 

 また、今回の競争評価では、需要の代替性の
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＜略＞ 

② 各サービスの選択理由 

＜略＞ 

③ サービス間の比較検討 

＜略＞ 

④ 変更希望先サービス 

＜略＞ 

⑤ 価格弾力性の推計値 

＜略＞ 

したがって、ブロードバンドの各サービスの中でも、ＡＤＳＬには一定

の独立性が認められ、ＣＡＴＶ・ＦＴＴＨは他との代替性が高いこととな

る。図表Ⅰ－１０には、２００３年度からの推計値の推移も示したが、２

００６年度の推計結果は、３サービスともに大きく弾力的な方向へシフト

しており、ブロードバンドの各サービス間の代替性が近年急速に高まって

いく傾向にあると言える。 

 

【意見】 

今回総務省が実施したブロードバンド市場における需要の代替性の評価

の結果をもって直ちにブロードバンド市場の各サービス間において一定の

代替性があると判断することは、以下の理由から適当ではないと考えます。

１）各サービスの選択理由 

・ 市場画定案では、ブロードバンド WEB 調査の結果、一定の同一性が

認められるとされていますが、７つの選択肢（しかも、そのうち一つ

はＣＡＴＶに特化した「ＣＡＴＶを視聴したかったから」）から３つを

選択が可能というアンケート方法では、特定の選択肢へ回答が集中す

ることは避けられず、当該アンケート結果から直ちに需要の代替性が

存在すると結論付けることは適当でないと考えられること 

２）サービス間の比較検討 

・ 一例として、アンケートの回答者がＣＡＴＶの同軸ケーブルが引か

れていない地域の住民であった場合にＣＡＴＶ加入について検討する

ことは想定できない等、物理的な環境要因により実態的に回答の選択肢

が狭まる可能性もあり、アンケート結果の精度について議論の余地があ

ると考えられること 

・ 揺籃期であるＦＴＴＨと成熟期のＡＤＳＬ等、市場状況が異なる各

高まりやマイグレーションの進展等を踏まえ、

ブロードバンドを全体で一つの市場としてい

るほか、御指摘のような各サービスの需要にお

ける一定の独立性、供給構造の差異等も考慮

し、ＡＤＳＬ・ＦＴＴＨ等についても、部分市

場として重視し、詳細な分析を個別に行う予定

です。 

 ＳＳＮＩＰテストについては、諸外国の動向

も踏まえ、大学等とも連携して実施していると

ころですが、具体的な改善手法があれば、具体

的な事例等とともに御提案下さい。 
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サービスを同列に比較する場合には、単なるサービス間の比較検討の有

無ではなく、利用者が各サービスに対して持つ意識の差異等についても

分析する必要があると考えられること 

また、以下の理由から、ブロードバンドサービス間の需要の代替性は低

いと考えられるため、インターネット接続サービス市場の各サービス（Ａ

ＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶ）は個別市場として画定し、個別に競争状況

の検証を実施すべきと考えます。 

１）変更希望先サービス 

・ 市場画定案における図表Ⅰ－９は、ＦＴＴＨに移行した利用者は他

のサービスへの変更を行わないことを示唆しており、ＦＴＴＨへのマ

イグレーションは不可逆性を持つと言えるため、他のサービスとの代

替性は認められないものと考えられること 

２）価格弾力性の推計値 

・ 現状、揺籃期であるＦＴＴＨサービスに対しては、事業者は多くの

営業費、販売促進費等を投入していると想定されることから、ＦＴＴ

Ｈサービスにおいては通常の価格以外にも多くの消費者選好に影響す

る要素があり、これらを価格弾力性における分析の中で考慮する等の

対応が必要であると考えられること 

・ ＡＤＳＬは価格弾力性の推定値が０．７６３と１未満であり、非弾

力的という結果となっていることから、ＡＤＳＬには一定のサービス

独立性が存在し、代替性は低いと考えられること 

なお、サービス市場の画定に用いているＳＳＮＩＰテストの手法につい

ては、以下の点について更なる精緻化に向けた検証が必要と考えます。 

・ 電気通信という特殊な市場において、価格のみに注目する経済学的

アプローチでよいか 

・ サービスの多様化、バンドル化による市場構造の複雑化へ対応でき

るのか 

【ソフトバンクＢＢ株式会社・ＢＢテクノロジー株式会社・

ソフトバンクテレコム株式会社・ソフトバンクモバイル株式会社】

１５ Ⅰ－２－１

（１） 

【総務省案】 

④ 変更希望先サービス 

＜略＞ナローバンドやブロードバンドにおけるマイグレーションは、ＦＴ

ＴＨを終着点として進むという構図になっていると考えられる。 

 

 ＦＴＴＨへのマイグレーションについては、

前回の競争評価においても分析を行っていま

すが、同分析においてブロードバンドにおける

契約者数の純増数の推移、利用者の意向等を勘

案した結果、ＦＴＴＨへ移行する傾向がみられ
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【意見】 

図表Ⅰ－９を見る限り、サービス変更する予定のない利用者が、ＡＤＳ

Ｌについては、５０％以上、ＣＡＴＶについては７０％以上存在すること

から、今後も相当数のＡＤＳＬ及びＣＡＴＶ契約者が存在するものと想定

されます。 

仮に、平成１８年１２月末現在のブロードバンドサービス等の契約者数

（平成１９年３月１３日総務省公表値）をもとにアンケートによる比率を

乗じてサービス別の変更後契約数を試算しても、ＦＴＴＨ契約者はインタ

ーネット接続サービス契約者全体の半数程度を占めるに過ぎません。 

従って、「ナローバンドやブロードバンドにおけるマイグレーションは、

ＦＴＴＨを終着点として進む」との考察は妥当性を欠き、あえて言えば、

本アンケート結果はＦＴＴＨサービス利用者の満足度が非常に高いことを

示唆しているに過ぎないものと考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

るものと考えています。 

 なお、「サービス変更する予定のない利用者」

とは、あくまで現行のサービス供給エリア、価

格等の諸制約の下での意向を示していること

に留意する必要があります。 

１７ １－２－２

（２） 

 

【総務省案】 

（２）供給の代替性 

＜略＞したがって、ＤＵ、ＩＳＤＮ及びＡＤＳＬについては互いに供給の

代替性が高いが、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨについては供給の代替性が低いと

一般的には判断される。ただし、ＣＡＴＶやＦＴＴＨのサービスを提供し

ている事業者の中には、不可欠設備であるＮＴＴ東西の加入者回線部分に

関する接続制度（第一種指定電気通信設備制度）を活用して、自ら加入者

回線網を構築することなく、ＤＵ、ＩＳＤＮ又はＡＤＳＬのサービスも併

せて提供している事業者も少なくないため、このような制度の下では、Ｄ

Ｕ、ＩＳＤＮ及びＡＤＳＬとＣＡＴＶ・ＦＴＴＨとの間での供給の代替性

は必ずしも低いとは言えない。 

 

【意見】 

市場画定案にもあるとおり、ＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、ＣＡＴＶは、それぞ

れ異なる供給構造となっており、供給の代替性は低いものと考えます。 

また、市場画定案において、ＡＤＳＬとＦＴＴＨとの間の供給の代替性

は、ともに第一種指定電気通信設備を利用しているため供給の代替性が低

いとは言えないとされていますが、この評価は適当でないと考えます。例

えば、ＦＴＴＨについては、ＯＳＵ共用が実現されていない等指定電気通

信設備の開放が不十分であり、第一種指定電気通信設備の中でも供給の代

 ブロードバンドにおける供給の代替性につ

いては、各々の供給構造が異なる一方で、指定

電気通信設備制度の下で、接続義務が定められ

ている面もあることから、供給の代替性が必ず

しも低いとは言えないと判断しているところ

です。 
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替性は低い状況にあると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社・ＢＢテクノロジー株式会社・

ソフトバンクテレコム株式会社・ソフトバンクモバイル株式会社】

１７ １－２－２

（２） 

 

【総務省案】 

（２）供給の代替性 

＜略＞したがって、ＤＵ、ＩＳＤＮ及びＡＤＳＬについては互いに供給の

代替性が高いが、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨについては供給の代替性が低いと

一般的には判断される。ただし、ＣＡＴＶやＦＴＴＨのサービスを提供し

ている事業者の中には、不可欠設備であるＮＴＴ東西の加入者回線部分に

関する接続制度（第一種指定電気通信設備制度）を活用して、自ら加入者

回線網を構築することなく、ＤＵ、ＩＳＤＮ又はＡＤＳＬのサービスも併

せて提供している事業者も少なくないため、このような制度の下では、Ｄ

Ｕ、ＩＳＤＮ及びＡＤＳＬとＣＡＴＶ・ＦＴＴＨとの間での供給の代替性

は必ずしも低いとは言えない。 

 

【意見】 

これまでの競争評価において別々の市場としてきたＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、

ＣＡＴＶの３つのサービスを、今回、ブロードバンド市場という一つの市

場として画定し、その市場におけるサービス間競争や事業者間競争につい

て分析を行うことは、現在の市場の状況を踏まえた適切な判断であり、見

直しに賛成します。 

ただし、以下の点については修正を行ったうえで分析を行うべきと考え

ます。 

ブロードバンドサービスは、 

①ＦＴＴＨは各事業者が都市部からエリア拡大を進めている段階である

こと 

②ＣＡＴＶ事業者の多くは市町村等の単位でサービスを提供しているこ

と 

から、お客様が選択可能なサービスの種類や事業者は市町村毎に大きなば

らつきがあり、例えば関東エリアの中でも東京都区部と各県の町村部とで

は競争の状況は大きく異なっています。 

したがって、市場の実態を的確に把握するためには、全国１０の地域ブ

ロックのような大きな括りではなく、市町村単位で分析を行うべきと考え

ます。ただし、データの収集可能性を考慮すれば、少なくとも都道府県単

 インターネット接続領域における本市場画

定案に賛同する御意見として承ります。 

 ブロードバンド市場の地理的市場について

は、必要な情報の入手可能性、総合的な競争状

況等を踏まえ、地域ブロック単位としていま

す。なお、ＣＡＴＶについては、ＭＳＯによる

合従連衡の動き等を考慮し、全国的な競争状況

を注視する必要が生じてきているため、新たに

全国を地理的市場としてます。ただし、必要に

応じ、都道府県単位での分析も補完的に行いま

す。 

 なお、不可欠設備たる加入者回線の開放義務

が存在していない場合には、供給の代替性は低

いと判断されるのが一般的です。 
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位で分析を行うべきと考えます。 

ブロードバンド市場では、競争事業者が自前のアクセス網（電力系事業

者は光ケーブル、ＣＡＴＶ事業者は同軸ケーブル）やＩＰネットワークを

構築してサービスを提供しており、活発な設備競争が行われています。し

たがって、加入者回線（光ファイバ）のオープン化義務を考慮するまでも

なく、各サービス間の供給の代替性は高いと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

１８ １－２－２

（３） 

論点２ 

 

【総務省案】 

論点２：ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨは、ブロードバンド市場として一

つの市場となりうるか 

需要の代替性については、各サービスの間で、利用者が求める基本的機

能や選択理由、比較検討先、変更希望先、価格弾力性の観点から、ＦＴＴ

Ｈを中心に代替性が急速に高まりつつあることが認められ、マイグレーシ

ョンの動向から今後もこの傾向が強まることが予想される。ただし、各サ

ービスに固有の特徴的な機能や選択理由が存在し、価格弾力性でもＡＤＳ

Ｌの独立性が残ること等を踏まえると、３つのサービスを直ちに一体的に

取り扱うことには疑問も残る。 

一方、供給の代替性については、ＡＤＳＬがメタル回線、ＣＡＴＶが同

軸ケーブル、ＦＴＴＨが光ファイバ回線と供給構造が大きく異なるため、

設備競争的な観点からは代替性が低い。しかし、ＮＴＴ東西の加入者回線

部分に関する接続制度を前提とすれば、サービス競争的な観点からは必ず

しも代替性が低いとは言えない。 

以上を勘案し、ＦＴＴＨを中心とした需要の代替性の高まりとマイグレ

ーションの動向を踏まえ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨをまとめてブ

ロードバンド市場として画定する。ただし、マイグレーションが過渡期に

あることや各サービスの需要における一定の独立性、供給構造の差異等も

考慮し、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨを別々の部分市場と位置づけ、

個別に分析することとする。 

（＊下線は当社による。）

 

【意見】 

ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨのサービスをブロードバンド市場として

一体的に取り扱わず、市場を別々に画定し、分析することが適当と考えま

す。 

 市場の画定に当たっては、主に需要の代替性

や供給の代替性から判断することとしていま

すが、特に需要の代替性の高まりから、ブロー

ドバンド市場として画定することが妥当と判

断しているところです。 

 ただし、今回は、さらにＡＤＳＬ・ＣＡＴＶ・

ＦＴＴＨについても、部分市場として重視し、

詳細な分析を個別に行う予定です。 
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【理由】 

需要（サービス面）の代替性が高いと述べられている一方、「３つのサー

ビスを直ちに一体的に取り扱うことには疑問の残る」とされており、更に、

供給（設備面）の代替性の面でも、「供給構造が大きく異なるため、設備競

争的な観点からは代替性が低い」と指摘されていることから、各サービス

は、別々の市場として画定することが適当と考えます。 

また、ＡＤＳＬからＦＴＴＨに需要が移行しつつある中で光ファイバー

のボトルネック性が競争に及ぼす影響を把握するため、ＦＴＴＨを部分市

場として詳細に分析することが必要です。 

「各サービスともにインターネット利用の基本的な機能においては一定

の同一性がある一方で、電話や映像配信等の高度な機能についてはブロー

ドバンドの各サービスの需要に差異が存在していると考えられる。（１２

頁 １－２－２（１）需要の代替性 ① 各サービスに求める機能）」とあ

るとおり、ブロードバンドサービスをお客様が選択する際、インターネッ

ト接続のみを対象に比較・検討するのではなく、ＩＰ電話や映像・放送サ

ービスを考慮した上で判断します。 

映像・放送サービスについては、地上放送番組の視聴の面で選択に制約

があることから、実質的にはインターネット接続の選択において、ＡＤＳ

ＬとＦＴＴＨは、ＣＡＴＶに対する代替性があるとは言えず、別の市場と

して画定することが適当と考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】

１８ １－２－２

（３） 

論点２ 

 

【総務省案】 

論点２：ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨは、ブロードバンド市場として一

つの市場となりうるか 

需要の代替性については、各サービスの間で、利用者が求める基本的機

能や選択理由、比較検討先、変更希望先、価格弾力性の観点から、ＦＴＴ

Ｈを中心に代替性が急速に高まりつつあることが認められ、マイグレーシ

ョンの動向から今後もこの傾向が強まることが予想される。ただし、各サ

ービスに固有の特徴的な機能や選択理由が存在し、価格弾力性でもＡＤＳ

Ｌの独立性が残ること等を踏まえると、３つのサービスを直ちに一体的に

取り扱うことには疑問も残る。 

一方、供給の代替性については、ＡＤＳＬがメタル回線、ＣＡＴＶが同

軸ケーブル、ＦＴＴＨが光ファイバ回線と供給構造が大きく異なるため、

設備競争的な観点からは代替性が低い。しかし、ＮＴＴ東西の加入者回線

 市場の画定に当たっては、主に需要の代替性

や供給の代替性から判断することとしていま

すが、特に需要の代替性の高まりから、ブロー

ドバンド市場として画定することが妥当と判

断しているところです。 

 ただし、今回は、さらにＡＤＳＬ・ＣＡＴＶ・

ＦＴＴＨについても、部分市場として重視し、

詳細な分析を個別に行う予定です。 
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部分に関する接続制度を前提とすれば、サービス競争的な観点からは必ず

しも代替性が低いとは言えない。 

以上を勘案し、ＦＴＴＨを中心とした需要の代替性の高まりとマイグレ

ーションの動向を踏まえ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨをまとめてブ

ロードバンド市場として画定する。ただし、マイグレーションが過渡期に

あることや各サービスの需要における一定の独立性、供給構造の差異等も

考慮し、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨを別々の部分市場と位置づけ、

個別に分析することとする。 

 

【意見】 

揺籃期であるＦＴＴＨと成熟期にあるＡＤＳＬとをブロードバンド市場と

して一体的に市場画定した場合、ブロードバンド市場全体では不正確な評

価結果となり得るものと考えます。このため、特にＦＴＴＨのように揺籃

期にあるサービス市場については、市場の競争状況を見誤らないために、

個別の市場として画定する必要があると考えます。理由は以下のとおりで

す。 

（ア）ＡＤＳＬからＦＴＴＨへのマイグレーションが引き続き進展してい

ることから、前述のとおり FTTH 市場の競争状況を個別に評価する必要があ

り、各市場における検証及び両市場の関係を検証することが必要であるこ

と 

（イ）ＮＴＴ東西のシェアが高いＦＴＴＨサービス市場と独占分野である

固定電話からのマイグレーションとなる０ＡＢＪ－ＩＰ電話サービス市場

とにおいて、設備のボトルネック性等に起因する市場支配力が濫用されて

いないか、個別市場毎に詳細な分析を行う必要があること 

（ウ）現状のＦＴＴＨにおける設備開放はＯＳＵ共用が実現されていない

等不十分なものとなっており、ＮＴＴと競争事業者との間の公正競争環境

が十分に整備されているとは言えないため、ＦＴＴＨは個別に市場を画定

し、競争阻害の要因について詳細な分析を行う必要があること 

 

また、市場画定案においては、「ADSL、CATV 及び FTTH を別々の部分市場

と位置づけ、個別に分析する」としていますが、競争評価における部分市

場の位置づけは明確になっておらず、必要十分な評価が実施されるか定か

ではありません。このため、既に述べた様々な理由からＡＤＳＬ、ＣＡＴ

Ｖ及びＦＴＴＨの各市場は個々の市場として画定し、より詳細な評価を実
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施することが必要であると考えます。 

なお、部分市場については、全体の市場と部分市場との関係及び部分市

場同士の関係等の観点を含め、競争評価における位置付けをより明確にす

る必要があると考えます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社・ＢＢテクノロジー株式会社・

ソフトバンクテレコム株式会社・ソフトバンクモバイル株式会社】

１９ １－２－２

（３） 

論点２ 

 

【総務省案】 

＜略＞ＦＴＴＨを中心とした需要の代替性の高まりとマイグレーションの

動向を踏まえ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨをまとめてブロードバン

ド市場として画定する。ただし、マイグレーションが過渡期にあることや

各サービスの需要における一定の独立性、供給構造の差異等も考慮し、Ａ

ＤＳＬ、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨを別々の部分市場と位置づけ、個別に分析

することとする。 

 

【意見】 

総務省殿の市場確定案においても、ＦＴＴＨを中心とした需要の代替性

の高まりやＦＴＴＨへのマイグレーションが伸張していると指摘されてい

るとおり、ＦＴＴＨはブロードバンドの主戦場になりつつあると考えてお

ります。 

また、他の市場（ＣＡＴＶやＡＤＳＬ）に比べ、ＦＴＴＨ市場は今まさ

に大幅拡大しているところであり、既にＮＴＴは約７０％の市場シェアを

保持しており、このまま推移すると市場拡大に伴う独占化がより進むこと

が懸念されます。 

さらに、一体として提供されるケースの多い０ＡＢＪ－ＩＰ電話との関

係やＮＴＴの中期経営戦略（光３０００万加入）等を踏まえても、ブロー

ドバンド市場内の他の部分市場（ＣＡＴＶやＡＤＳＬ）とは、その注視す

べき度合いや重要性・位置づけが異なるものと考えます。 

よって、このような環境下にあるＦＴＴＨ市場に関しては、単なる一部

分市場としてのみ捉えるのではなく、その特性を加味し他の部分市場とは

一線を画した取扱いとした上で、部分市場間の競争評価は然ることながら、

ＦＴＴＨ市場内の競争評価も十分に行う必要があると考えます。 

【株式会社ケイ・オプティコム】

 市場の画定に当たっては、主に需要の代替性

や供給の代替性から判断することとしていま

すが、特に需要の代替性の高まりから、ブロー

ドバンド市場として画定することが妥当と判

断しているところです。 

 ただし、今回は、さらにＡＤＳＬ・ＣＡＴＶ・

ＦＴＴＨについても、部分市場として重視し、

詳細な分析を個別に行う予定です。 

 

１９ １－２－２

（３） 

【総務省案】 

＜略＞ＦＴＴＨを中心とした需要の代替性の高まりとマイグレーションの

（再掲 Ｐ６参照） 

 インターネット接続領域における本市場画
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論点２ 

 

動向を踏まえ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨをまとめてブロードバン

ド市場として画定する。 

【意見（再掲）】 

これまでの競争評価において別々の市場としてきたＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、

ＣＡＴＶの３つのサービスを、今回、ブロードバンド市場という一つの市

場として画定し、その市場におけるサービス間競争や事業者間競争につい

て分析を行うことは、現在の市場の状況を踏まえた適切な判断であり、見

直しに賛成します。 

ただし、以下の点については修正を行ったうえで分析を行うべきと考え

ます。 

ブロードバンドサービスは、 

①ＦＴＴＨは各事業者が都市部からエリア拡大を進めている段階である

こと 

②ＣＡＴＶ事業者の多くは市町村等の単位でサービスを提供しているこ

と 

から、お客様が選択可能なサービスの種類や事業者は市町村毎に大きなば

らつきがあり、例えば関東エリアの中でも東京都区部と各県の町村部とで

は競争の状況は大きく異なっています。 

したがって、市場の実態を的確に把握するためには、全国１０の地域ブ

ロックのような大きな括りではなく、市町村単位で分析を行うべきと考え

ます。ただし、データの収集可能性を考慮すれば、少なくとも都道府県単

位で分析を行うべきと考えます。 

ブロードバンド市場では、競争事業者が自前のアクセス網（電力系事業

者は光ケーブル、ＣＡＴＶ事業者は同軸ケーブル）やＩＰネットワークを

構築してサービスを提供しており、活発な設備競争が行われています。し

たがって、加入者回線（光ファイバ）のオープン化義務を考慮するまでも

なく、各サービス間の供給の代替性は高いと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

定案に賛同する御意見として承ります。 

 ブロードバンド市場の地理的市場について

は、必要な情報の入手可能性、ＡＤＳＬ、ＣＡ

ＴＶ、ＦＴＴＨの選択肢を含めた総合的な競争

状況の差異等を踏まえ、地域ブロック単位とし

ています。なお、ＣＡＴＶについては、ＭＳＯ

による合従連衡の動き等を考慮し、全国的な競

争状況を注視する必要が生じてきているため、

全国を地理的市場としています。ただし、競争

評価の視点から特に必要と認める場合には、都

道府県単位での分析も補完的に行います。 

 なお、ブロードバンドサービスの設備競争の

進展は十分とは言えず、不可欠設備たる加入者

回線の開放義務が存在していない場合には、供

給の代替性は低いと判断されるのが一般的で

ある。 

２０ １－２－３ 【総務省案】 

（１）利用料金の動向 

図表Ⅰ－１４は、ＦＴＴＨにおける戸建て住宅・集合住宅別の主なサー

ビスの利用料金の動向を示したものである。戸建て住宅向けサービスに比

べて、集合住宅向けサービスは相対的に低価格でのサービスが提供されて

いる。 

 ＦＴＴＨ市場のうち、戸建て住宅向け・集合

住宅向けをそれぞれ部分市場として画定する

本案について、賛同する御意見として承りま

す。 
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（２）提供事業者の相違 

図表Ⅰ－１５は、ＦＴＴＨにおける戸建て住宅・集合住宅別の事業者シ

ェアである。戸建て住宅向けサービスではＮＴＴ東西と電力系事業者の複

占的な競争環境となっているが、集合住宅向けサービスでは、参入が戸建

て住宅向けに比較すると容易であることから、ＵＳＥＮやその他の事業者

（大手デベロッパー等）が相当のシェアを占めており、供給構造に大きな

相違が見られる。 

以上から、ＦＴＴＨにおける戸建て住宅向け・集合住宅向けの各サービ

スについて、引き続き別々の部分市場として画定することとする。 

（＊下線は当社による。）

 

【意見】 

ＦＴＴＨ市場における戸建て住宅向け・集合住宅向けの各サービスにつ

いて、別々の部分市場として画定することについて賛成します。 

【理由】 

戸建て住宅と集合住宅では設備構成が異なっており、収容効率の面で戸

建て住宅は新規参入のハードルが高い状況です。このため、集合住宅とは

競争状況が異なります。したがって２００３年の競争評価に引き続き、部

分市場として画定することが適当と考えます。 

【ＫＤＤＩ株式会社】

２０ １－２－３ 【総務省案】 

＜略＞ＦＴＴＨにおける戸建て住宅向け・集合住宅向けの各サービスにつ

いて、引き続き別々の部分市場として画定することとする。 

 

【意見】 

ＦＴＴＨにおける戸建住宅向けと集合住宅向けの各サービスについて、

別々の部分市場として画定するという方向性には基本的に賛同しますが、

前述のとおり、競争評価における部分市場の位置付けが不明確なため、そ

の位置付けについてより明確化を図る必要があると考えます。 

なお、戸建住宅向けと集合住宅向けとでシェア等競争状況に差が生じた

場合には、当該事象が生じた理由について十分に分析し評価すべきと考え

ます。 

【ソフトバンクＢＢ株式会社・ＢＢテクノロジー株式会社・

ソフトバンクテレコム株式会社・ソフトバンクモバイル株式会社】

 部分市場については、基本方針（電気通信事

業分野における競争状況の評価に関する基本

方針２００６～２００８）３－１（４）でその

考え方を示しているとおり、画定された市場の

うち一定の独立性、個別性が認められる場合に

必要に応じて部分的な市場として画定するも

のです。 

 ＦＴＴＨ市場については、その市場環境の差

異から、「戸建て住宅向け」及び「集合住宅向

け」にも分けて、部分市場として分析すること

が有用であると考えています。 
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２１ Ⅰ－２－３ 【総務省案】 

＜略＞ＦＴＴＨにおける戸建て住宅向け・集合住宅向けの各サービスにつ

いて、引き続き別々の部分市場として画定することとする。 

 

【意見】 

当社としては、戸建住宅、集合住宅いずれにおいても、ＦＴＴＨ事業者

間のみで競争が展開されているのではなく、前述のとおり、ＡＤＳＬ、Ｃ

ＡＴＶを合わせた三つ巴の競争状況にあるものと認識しています。 

従って、ＦＴＴＨにおいてのみ戸建住宅、集合住宅を分けて競争状況を

分析しても、ブロードバンド市場の競争状況の正確な把握は行えないと考

えます。 

仮に、戸建住宅、集合住宅別に競争状況を見るのであれば、ＦＴＴＨに

限らず、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶも含めたブロードバンド市場トータルとして

戸建住宅、集合住宅別に分析しなければ、真の競争実態の把握はできない

と考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

 部分市場については、基本方針（電気通信事

業分野における競争状況の評価に関する基本

方針２００６～２００８）３－１（４）でその

考え方を示しているとおり、画定された市場の

うち一定の独立性、個別性が認められる場合に

必要に応じて部分的な市場として画定するも

のです。 

 ＦＴＴＨ市場については、「戸建て住宅向け」

及び「集合住宅向け」において、市場環境（料

金、競争事業者の構成等）が大きく異なること

から、各々を部分市場として取り扱っていると

ころです。 

２３ Ⅰ－２－５ 【総務省案】 

・ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨをブロードバンド市場として画定 

 

【意見】 

技術革新を背景とした新しいサービスの登場やサービスの融合化、新た

なビジネスモデルの出現等により変化の激しさを増すブロードバンド市場

においては、ＡＤＳＬ専業事業者、ＦＴＴＨ専業事業者、ＡＤＳＬ・ＦＴ

ＴＨ兼業事業者、ＣＡＴＶインターネット事業者など、様々な事業形態の

事業者が、それぞれの事業戦略に基づいて激しい競争を繰り広げています。

また、ブロードバンドを利用したいとするユーザは、メタルや光といっ

た伝送媒体に着目することなくその効用を求めているのが実態です。 

このようなブロードバンド市場において、競争状況のより正確な把握・

分析を行うためには、市場画定にあたっては、利用者から見て代替的なサ

ービスについては市場を細分化せず、全体を大括りに捉えたうえで評価す

ることが必要と考えます。 

以上の観点から、当社としては、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ及びＦＴＴＨの３

つのサービスについて、それぞれを別市場とする従来の市場画定を見直し

て、これらをまとめて一つの市場とする今回の市場画定案に賛同します。 

 インターネット接続領域における本市場画

定案に賛同する御意見として承ります。 
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【西日本電信電話株式会社】

２３ Ⅰ－２－５ 【総務省案】 

・ＤＵ、ＩＳＤＮをナローバンド市場として画定 

（ただし、各サービスについては、部分市場としても画定） 

・ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨをブロードバンド市場として画定 

（ただし、各サービスについては、部分市場としても画定） 

・ＦＴＴＨ市場については、戸建て住宅向け／集合住宅向けの別に部分市

場を画定 

・ＩＳＰを独立の市場として画定 

という結果となる。 

 

【意見】 

・ＤＵ、ＩＳＤＮ、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨは、従来どおり、独立

市場として市場画定を行うべき 

ブロードバンドの（ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨ）は、ネットワーク

の供給構造が大きく異なることから供給の代替性は低い点は、本画定（案）

にもあるとおりですが、ＦＴＴＨについては接続制度におけるサービス競

争が十分に機能しておらず、実質的に各サービスにおける主要な提供事業

者が異なっている現状です。 

特に、ＦＴＴＨは、ＮＴＴ東西のシェアが上昇を続けており全国レベル

での競争事業者の存在は未だ見込めず、かつ、既存の加入電話からの積極

的なマイグレーションの面も持っていることを勘案すべきです。 

したがって、本画定（案）のナローバンド（ＤＵ、ＩＳＤＮ）とブロード

バンド（ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨ）を市場として画定することは時

期尚早であり、競争評価を行った場合でも、現実の市場状況を適切に反映

しない結果になることを強く懸念します。 

また、サービス特性よりはメタル回線、光回線といったネットワークの

ボトルネック性に着目し、独占市場の市場支配力を隣接市場で行使してい

ないかといった観点での競争評価も重要と考えます。 

【イー・アクセス株式会社・イー・モバイル株式会社】

 市場の画定に当たっては、主に需要の代替性

や供給の代替性から判断することとしていま

すが、特に需要の代替性の高まりから、ブロー

ドバンド市場として画定することが妥当と判

断しているところです。 

 ただし、今回は、さらにＡＤＳＬ・ＣＡＴＶ・

ＦＴＴＨについても部分市場として重視し、詳

細な分析を個別に行う予定です。 

 なお、隣接市場間の相互関係については、今

回の戦略的評価として取り扱う予定です。 

２４ １－３（２） 

 

【総務省案】 

（２）地理的市場の画定 

以上を踏まえ、インターネット接続領域の地理的市場については、原則

としてデータが入手可能な都道府県を分析対象の最小単位とし、上記①～

 ブロードバンド市場の地理的市場について

は、必要な情報の入手可能性、ＡＤＳＬ、ＣＡ

ＴＶ、ＦＴＴＨの選択肢を含めた総合的な競争

状況の差異等を踏まえ、地域ブロック単位とし
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③の観点を考慮した上で次のとおり画定する。 

＜略＞ 

② ブロードバンド市場（部分市場として、ＡＤＳＬ市場、ＣＡＴＶ市場 

ＦＴＴＨ市場） 

②－１ ＡＤＳＬ市場 

既存電話網の加入者回線をほぼ独占的に所有しＡＤＳＬを全国的に提供

するＮＴＴ東西と、ＮＴＴ東西の加入者回線と接続してＡＤＳＬを提供す

るＢＢテクノロジー等の競争事業者の競争状況が主たる関心事となるた

め、ＮＴＴ東西の業務区域を考慮し、東日本と西日本の２地域を地理的市

場として画定する。 

②－２ ＣＡＴＶ市場 

ＣＡＴＶ市場については、２００３年度の市場画定では市町村（区）単

位に多くのＣＡＴＶ事業者が独占的にサービスを提供していることを踏ま

え、市町村（区）を地理的市場とした。しかし、ＣＡＴＶ事業者の吸収合

併が進み、複数の地域のＣＡＴＶ放送施設を所有・運営する統括運営会社

（ＭＳＯ）が登場しつつある状況やブロードバンド内でＦＴＴＨ等との代

替性が高まりつつある状況等を考慮し、今回は全国を地理的市場として画

定する。 

②－３ ＦＴＴＨ市場（戸建て住宅向け市場・集合住宅向け市場を含む） 

＜略＞電力系事業者の業務区域を考慮し、全国１０の地域ブロックを地理

的市場として画定する。 

②－４ ブロードバンド市場 

＜略＞ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨの各地理的市場における最小単位で

ある地域ブロックをブロードバンド市場の地理的市場として画定すること

とする。 

 

【意見】 

地理的市場の画定を行う際には、以下の理由から、できるだけ細分化を

せず、広範囲に市場を画定すべきと考えます。 

・ 過度に市場を細分化して競争評価を行うことで、複数の地域に跨っ

て事業を営む電気通信事業者又はグループにおける顧客基盤及び経営

基盤の共有・レバレッジ等、市場全体に影響を与えている要因分析が

十分に行われないリスクが増大すること 

・ 地理的に細分化しない広義の市場画定を用いることで、分析が重複

ています。なお、ＣＡＴＶについては、ＭＳＯ

による合従連衡の動き等を考慮し、全国的な競

争状況を注視する必要が生じてきているため、

全国を地理的市場としています。 
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することを回避することができ、規制の失敗のリスクも低減されるこ

と 

【ソフトバンクＢＢ株式会社・ＢＢテクノロジー株式会社・

ソフトバンクテレコム株式会社・ソフトバンクモバイル株式会社】

２４ Ⅰ－３ 【総務省案】 

（２）地理的市場の画定 

＜略＞ 

②－１ ＡＤＳＬ市場 

＜略＞ＮＴＴ東西の業務区域を考慮し、東日本と西日本の２地域を地理的

市場として画定する。 

②－２ ＣＡＴＶ市場 

＜略＞複数の地域のＣＡＴＶ放送施設を所有・運営する統括運営会社（Ｍ

ＳＯ）が登場しつつある状況やブロードバンド内でＦＴＴＨ等との代替性

が高まりつつある状況等を考慮し、今回は全国を地理的市場として画定す

る。 

②－３ ＦＴＴＨ市場（戸建て住宅向け市場・集合住宅向け市場を含む） 

＜略＞電力系事業者の業務区域を考慮し、全国１０の地域ブロックを地理

的市場として画定する。 

②－４ ブロードバンド市場 

ブロードバンド市場には、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨのサービスが

含まれ、ＡＤＳＬを提供するＮＴＴ東西やＢＢテクノロジー等の競争事業

者、ＣＡＴＶを提供するＣＡＴＶ事業者、ＦＴＴＨを提供するＮＴＴ東西

や電力系事業者等が重層的に競合する競争状況を分析することが必要とな

る。したがって、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨの各地理的市場における

最小単位である地域ブロックをブロードバンド市場の地理的市場として画

定することとする。 

 

【意見】 

多様な事業者が、ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨの各サービスを提供し、

重層的に競合する競争状況をより正確に把握するためには、ＡＤＳＬ、Ｃ

ＡＴＶ、ＦＴＴＨをまとめたブロードバンド市場について、都道府県別に

地理的市場を画定し、分析をする必要があると考えます。 

なお、各サービスの都道府県別の契約数については、総務省にて四半期

毎に「ブロードバンドサービス等の契約数」として既に公表されていると

 ブロードバンド市場の地理的市場について

は、必要な情報の入手可能性、ＡＤＳＬ、ＣＡ

ＴＶ、ＦＴＴＨの選択肢を含めた総合的な競争

状況の差異等を踏まえ、地域ブロック単位とし

ています。なお、ＣＡＴＶについては、ＭＳＯ

による合従連衡の動き等を考慮し、全国的な競

争状況を注視する必要が生じてきているため、

全国を地理的市場としています。ただし、競争

評価の視点から特に必要と認める場合には、都

道府県単位での分析も補完的に行います。 



 17

ころです。 

また、以下のとおり、ブロードバンド市場の各部分市場（ＡＤＳＬ、Ｃ

ＡＴＶ、ＦＴＴＨ）についても、地理的な競争環境がそれぞれ異なること

から、地理的市場を都道府県別とすることが適当と考えます。 

・ ＡＤＳＬについては、全国的にサービスを提供している事業者が存在

する一方で、地域密着で特定の地域でのみサービスを提供する事業者も

存在しており、競争状況は都道府県毎に特徴があること。 

・ＣＡＴＶについては、都道府県ごとに普及状況に大きな差があること。 

・ ＦＴＴＨについては、電力系事業者のブロックごとに、更にはブロッ

ク内の都道府県ごとに電力系事業者の参入の状況は区々であり、事業者

間競争の激しさにも濃淡があること。 

【西日本電信電話株式会社】

２５ Ⅰ－３ 【総務省案】 

②－４ ブロードバンド市場 

＜略＞ＡＤＳＬ、ＣＡＴＶ、ＦＴＴＨの各地理的市場における最小単位で

ある地域ブロックをブロードバンド市場の地理的市場として画定すること

とする。 

【意見（再掲）】 

これまでの競争評価において別々の市場としてきたＡＤＳＬ、ＦＴＴＨ、

ＣＡＴＶの３つのサービスを、今回、ブロードバンド市場という一つの市

場として画定し、その市場におけるサービス間競争や事業者間競争につい

て分析を行うことは、現在の市場の状況を踏まえた適切な判断であり、見

直しに賛成します。 

ただし、以下の点については修正を行ったうえで分析を行うべきと考え

ます。 

ブロードバンドサービスは、 

①ＦＴＴＨは各事業者が都市部からエリア拡大を進めている段階である

こと 

②ＣＡＴＶ事業者の多くは市町村等の単位でサービスを提供しているこ

と 

から、お客様が選択可能なサービスの種類や事業者は市町村毎に大きなば

らつきがあり、例えば関東エリアの中でも東京都区部と各県の町村部とで

は競争の状況は大きく異なっています。 

したがって、市場の実態を的確に把握するためには、全国１０の地域ブ

（再掲 Ｐ６参照） 

 インターネット接続領域における本市場画

定案に賛同する御意見として承ります。 

 ブロードバンド市場の地理的市場について

は、必要な情報の入手可能性、ＡＤＳＬ、ＣＡ

ＴＶ、ＦＴＴＨの選択肢を含めた総合的な競争

状況の差異等を踏まえ、地域ブロック単位とし

ています。なお、ＣＡＴＶについては、ＭＳＯ

による合従連衡の動き等を考慮し、全国的な競

争状況を注視する必要が生じてきているため、

全国を地理的市場としています。ただし、競争

評価の視点から特に必要と認める場合には、都

道府県単位での分析も補完的に行います。 

 なお、ブロードバンドサービスの設備競争の

進展は十分とは言えず、不可欠設備たる加入者

回線の開放義務が存在していない場合には、供

給の代替性は低いと判断されるのが一般的で

ある。 
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ロックのような大きな括りではなく、市町村単位で分析を行うべきと考え

ます。ただし、データの収集可能性を考慮すれば、少なくとも都道府県単

位で分析を行うべきと考えます。 

ブロードバンド市場では、競争事業者が自前のアクセス網（電力系事業

者は光ケーブル、ＣＡＴＶ事業者は同軸ケーブル）やＩＰネットワークを

構築してサービスを提供しており、活発な設備競争が行われています。し

たがって、加入者回線（光ファイバ）のオープン化義務を考慮するまでも

なく、各サービス間の供給の代替性は高いと考えます。 

【東日本電信電話株式会社】

 

Ⅱ 法人向けネットワークサービス領域の市場画定 

頁 段落 意  見 総務省の考え方 

３８ Ⅱ－２－３ 【総務省案】 

最近の需要動向（Ⅱ－１－４（１）図表Ⅱー３）をみると、専用サービ

スの減少よりも新型ＷＡＮサービスの増加のほうが圧倒的に多い結果とな

っている。このデータのみでは断定できないが、専用サービスから新型Ｗ

ＡＮサービスへの移行が生じているというよりは、新型ＷＡＮサービスが

新たな需要を掘り起こしていると理解した方がより適切と推測される。 

以上を勘案し、２００３年度の市場画定と同様、専用サービスは一つの

市場として画定することが適当である。 

【意見】 

専用サービスについては、以下のとおり、①近年、利用率が大幅に低下

しており、法人向けネットワークサービス市場の競争全体に与える影響が

小さくなっている、②専用サービスから新型ＷＡＮサービスへの需要シフ

トが進んでおり、両サービスの間には需要代替性があると推測される、こ

とから、個別の市場として分析する必然性に乏しいと考えます。 

①利用率の低下 

図表Ⅱ－４では幹線系、支線系ともに ２００３年度と２００６年度を比

較すると、利用率が大幅に低下していることが明白である。（２０％程度⇒

数％程度） 

②需要代替性の存在 （別表参照） 

御指摘のとおり、専用サービスの利用は減少

傾向にありますが、依然として相当数の契約が

あり、法人向けネットワークサービス領域にお

ける競争状況への影響は小さくないと考えま

す。 

また、新型ＷＡＮサービスと専用サービスに

は一定の代替性が存在するものと考えられま

すが、両サービス間の価格や性質等の違いが依

然として少なくないことに着目し、本案のとお

り画定しているところです。 

ただし、今後も利用状況等の推移の把握に努

め、必要に応じて見直すこととします。 
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図表Ⅱ－３の専用サービス契約回線数にはＩＰルーティング網専用サー

ビス（いわゆる加入ダークファイバ）が含まれているが、加入ダークファ

イバは法人等が社内ネットワーク用途で単独で用いられるものではないこ

とに加え、他事業者のＦＴＴＨサービスのアクセスラインとして用いられ

るものも相当数存在すると考えられることから、集計対象外とすべきもの。

この加入ダークファイバを除いた上で、新型ＷＡＮサービスと専用サー

ビスの契約回線数を比較すると、２００４年度に新型ＷＡＮサービスが専

用サービスを逆転しており、今後は更に両者の差分が拡大することが容易

に想定される。 

更に、新型ＷＡＮサービスの増加数と専用サービスの減少数を比較する

と、その差分は年々縮小を続け、２００４年度においてはその差は僅少と

なっている。このことから、新型ＷＡＮサービスが新たな需要を掘り起こ

しているという一面はあるとしても、近年ではむしろ専用サービスから新

型ＷＡＮサービスへの需要シフトが進んでいることが明らかであり、両サ

ービスの間には需要代替性があると推測される。 

【別紙】 

 
【西日本電信電話株式会社】

３８ Ⅱ－２－３ 【総務省案】 

２００３年度の市場画定と同様、専用サービスは一つの市場として画定

御指摘のとおり、専用サービスの利用は減少

傾向にありますが、依然として相当数の契約が
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することが適当である。 

 

【意見】 

専用サービスと新型ＷＡＮサービス（広域イーサネット等）は、以下の

理由から両サービスを同一の市場（法人向けネットワークサービス）とし

て画定することが適切と考えます。 

お客様が専用サービス・新型ＷＡＮサービスに求めている機能は、とも

に定額料金で大容量のデータ通信を行えることであり、共通しています。

また、新型ＷＡＮサービスは、近年、帯域保証やアクセス制御などのセ

キュリティ機能を具備し、品質面において専用サービスに匹敵する高品質

なサービスとなっており、かつ低価格であるため、法人ユーザは専用サー

ビスから新型ＷＡＮサービスへのシフトを積極的に進めています。 

図表Ⅱ－４「法人向け主力サービスの利用率の推移」を分析すると、専

用サービス・フレームリレーの利用率が減少（幹線系：▲２８ポイント、

支線系：▲１９ポイント）する一方で、広域イーサネット等の新型ＷＡＮ

サービスの利用率が増加（幹線系：＋２６ポイント、支線系：＋２８ポイ

ント）しています。したがって、専用サービス・フレームリレーから新型

ＷＡＮサービスへの移行が進んでいることは明らかです。 

また、総務省案では図表Ⅱ－３「専用サービスとＩＰ－ＶＰＮ等の契約

回線数の推移」において、専用サービスの減少（▲１３２千回線）より新

型ＷＡＮサービスの増加（＋４０５千回線）の方が圧倒的に多いことを理

由に両サービスの間に代替関係がないとしております。しかしながら、図

表Ⅱ－３の専用サービスの回線数は、①新型ＷＡＮサービス等の足回りに

利用されているダークファイバが含まれている（▲９４千回線）ことや②

一般専用線の減が含まれていない（▲１９８千回線）ことなど、数値の取

扱いに問題があり、これを補正すれば専用サービスの減少数（▲４２４千

回線）は新型ＷＡＮサービスの増加数と同等となります。さらには、図表

Ⅱ-4 にあるとおり、新型ＷＡＮサービスの増加には、専用サービスからの

移行に加え、フレームリレー等の他サービスからの移行もあると考えられ、

これらの数値も考慮する必要があると考えます。 

以上から、数値のうえでも専用サービスと新型ＷＡＮサービスとは代替

関係にあると考えられます。 

【東日本電信電話株式会社】

あり、法人向けネットワークサービス領域にお

ける競争状況への影響は小さくないと考えま

す。 

また、新型ＷＡＮサービスと専用サービスに

は一定の代替性が存在するものと考えられま

すが、両サービス間の価格や性質等の違いが依

然として少なくないことに着目し、現時点では

本案のとおり画定しているところです。 

ただし、今後も利用状況等の推移の把握に努

め、必要に応じて見直すこととします。 
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Ⅲ 固定電話領域の市場画定 

頁 段落 意  見 総務省の考え方 

４２ Ⅲ－１ 【総務省案】 

＜略＞加入と通話を一体的に捉えた上でサービス間の需要の代替性等を勘

案し、固定電話市場の範囲を「ＮＴＴ加入電話＋直収電話＋ＣＡＴＶ電話

＋０ＡＢＪ－ＩＰ電話」に設定した。 

＜略＞「中継電話」と「０５０－ＩＰ電話」をそれぞれ部分市場として画

定した。 

 

【意見】 

固定電話市場の通話部分については、ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡ

ＴＶ電話及び ０ＡＢＪ－ＩＰ電話それぞれの通話間での代替性が高く、

競争関係が存在することから、競争状況を正確に把握するためには、ＮＴ

Ｔ加入電話の通話部分のみを分析するのではなく、直収電話、ＣＡＴＶ電

話及び０ＡＢＪ－ＩＰ電話を合わせた固定電話全体で分析することが必要

と考えます。 

従って、通話部分について、ＮＴＴ加入電話、直収電話、ＣＡＴＶ電話

及び０ＡＢＪ－ＩＰ電話を図表Ⅲ-１のとおり横断的に市場としてとらえ

て分析することとした今回の市場画定案は適切であると考えます。 

【西日本電信電話株式会社】

 固定電話領域について、本市場画定案に賛同

する御意見として承ります。 

 

４３ Ⅲ－２ 【総務省案】 

 ２００５年度の固定電話領域における地理的市場の画定は、図表Ⅲ―２

のとおりとした。 

 まず、ＮＴＴ東西と直収電話等を提供する競争事業者との競争状況を勘

案し、東日本・西日本の２地域を地理的市場とした。また、０ＡＢＪ－Ｉ

Ｐ電話については、ＦＴＴＨと密接な関わりがあり、ＮＴＴ東西と電力系

事業者の競争状況が主な関心事項となるため、電力系事業者の業務区域に

応じ、全国１０の地域ブロックに分けた地理的市場についても併せて分析

することとした。 

 

【意見】 

・０ＡＢＪ－ＩＰ電話は、ＦＴＴＨとリンク付けを行い分析すべき 

本画定（案）にもあるとおり、０ＡＢＪ－ＩＰ電話はＦＴＴＨと一体化

 御指摘の点については、ＦＴＴＨ市場におけ

る地理的市場の分析や戦略的評価（隣接市場間

の相互関係に関する分析）でも扱う予定です。 
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しているサービスであり固定電話の中に占める割合が次第に大きくなるこ

とが見込まれることから、地域ブロックに分けて、かつＦＴＴＨ市場とリ

ンク付けを行いながら分析することが適切と考えます。 

【イー・アクセス株式会社・イー・モバイル株式会社】

 

Ⅳ 移動体通信領域の市場画定 

頁 段落 意  見 総務省の考え方 

４６ 

 

 

Ⅳ－１ 

 

【総務省案】 

移動体通信領域については、２００４年度の市場画定において、サービ

ス市場及び地理的市場の画定を行っており、２００６年度の競争評価にお

いても、引き続きこの結果を用いることとする。 

Ⅳ－１ 移動体通信領域のサービス市場の画定 

２００４年度の移動体通信領域におけるサービス市場の画定は、図表Ⅳ

―１のとおりとした。 

まず、サービス間の需要の代替性等を勘案し、音声通話とパケット通信

を一体的に捉えるとともに、第２世代携帯電話（２Ｇ）と第３世代携帯電

話（３Ｇ）を同一的なサービスと位置づけた。また、携帯電話とＰＨＳに

ついても、需要の代替性等を勘案して同一的なサービスと位置づけ、携帯

電話・ＰＨＳ市場としてサービス市場を画定した。ただし、ＰＨＳについ

ては携帯電話と異なりデータ通信の需要が特徴的でもあることから、携帯

電話とＰＨＳのそれぞれを別の部分市場としても分析することとした。 

 

【意見】 

・音声通信とパケット通信（データ通信）を分けて市場画定を行うべき 

利用者の需要動向が音声通信からデータ通信へトラヒックが移行するに

伴い、収入、料金、サービスなどで移動体通信市場の状況が変化してきて

いることから、音声通信とパケット通信（データ通信）は考え方の整理を

行い、分けて市場画定を行うもしくは検討をすることが適切と考えます。

（図参照） 

・レイヤーの考え方を導入すべき 

移動体通信領域のなかで、垂直統合モデルの構成及び変化の状況がわか

 移動体通信領域については、次回以降の競争

評価において市場画定の見直しを行う予定と

しており、御意見は、その際の検討における参

考とさせていただきます。 

 なお、今回の競争評価では、カード型端末等

によるデータ通信サービスの動向も考慮に入

れて分析を行う予定です。 
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るような市場画定も必要と考えます。移動体の通信レイヤーを提供してい

る事業者と、上位レイヤーを提供しているＩＳＰ事業者及びコンテンツ事

業者との関係を今後はみていく必要があると考えます。（図参照） 

また、固定電話と同様に移動体通信領域においても、接続だけでなく、

再販・卸による新規事業者の参入も見られます。ＰＨＳではすでにいくつ

かのＭＶＮＯ事業者が存在しており、事業者間取引についても競争状況を

評価していく必要があると考えます。 

（図）移動体通信領域等の市場画定（弊社案） 

  ・パケット通信（データ通信） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【イー・アクセス株式会社・イー・モバイル株式会社】

 

Ⅴ 参考 

頁 段落 意  見 総務省の考え方 

５１ Ⅴ－１（３） 【総務省案】 

（３）目的３：政策の国際的な整合に役立てる。 

ＥＵ加盟各国では「枠組み指令」に基づき市場分析を進めており、市場

を分析する考え方やスタンスは、米国での分析にも共通するところがある。

ただし、「枠組み指令」では１８の市場に細分化しているが、ＥＵ各国で

はこれを各国の市場の状況に応じて組み直して分析しているのが実態であ

 市場画定案の策定等に当たっては、欧州委員

会の市場分析及び市場支配力の評価に関する

ガイドライン（ＳＭＰガイドライン）・関連製

品・サービス市場に関する勧告（関連市場勧

告）、英国・通信庁の市場評価に関するガイド

ライン等における市場画定の概念や手法、市場

 

 

ISP

ASP

 
携帯電話 PHS 公衆 

無線 
LAN 

別々の部分市場 

通信レイヤー 

 

固定系 移動系
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る。さらに、欧州委員会ではこの市場の見直しが現在進められているとこ

ろでもあり、日本での市場画定の考え方や方法も、このような状況をフォ

ローし、可能な限り整合性を図りつつ検討を進める。 

 

【意見】 

今回の市場画定案の考え方や方法について、現在欧州委員会で進められ

ている市場の見直しとどのように整合性を図りつつ検討を進めたのか、ご

教示願います。 

また、このことが、政策の国際的な整合にどのように役に立つのか、ご

教示願います。 

【西日本電信電話株式会社】

画定結果等を参考としています。例えば、欧州

委員会における卸売市場の取扱い、ＦＴＴＨ市

場に対する考え方等を市場画定案や戦略的評

価の参考としています。 

 なお、あくまで市場画定の考え方や手法の整

合性を図るものであり、市場画定の結果が各国

共通になるとは限らないことに留意が必要で

す。 

 

 

以上 


